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長期ビジョン策定の経緯
橘川　日本の本格的な地域熱供給

（地域冷暖房）は、1970 年 2 月に大

阪の千里エリアで始まりました。

2020 年には 50 周年を迎えるという

こともあり、日本熱供給事業協会で

は「地域熱供給の長期ビジョン」を

策定しているところです。

　 本 日（11 月 5 日 ） の 段 階 で は、

まだ策定途中とお伺いしていますが、

まずはその長期ビジョン策定の概略

からお聞かせください。

木原　まず、長期ビジョン策定の背

景についてご説明します。

　2016 年 4 月、改正熱供給事業法

が施行されました。その後 2 年弱が

経過して、電力、ガス事業とともに

自由化されたにも関わらず、業界に

大きな変化が見られないのではない

か、自由化を踏まえて、温室効果ガ

ス削減等の社会の要請に積極的に応

えていくべきではないのか、と業界

内外から問われる状況となりました。

その状況を踏まえて、日本熱供給事

業協会では、自由化後の地域熱供給

がどのようなものになっていくべき

か、我々はどうあるべきか、を検討

しようということで、2018 年 2 月

に長期ビジョン検討のためのワーキ

ンググループ「自由化後の熱供給事

業の長期ビジョン WG」を立ち上げ

ました。

　最初は、「ワーキンググループ第

1 期」（WG1）ということで、事業

者からメンバーを集めて、2018 年 8

月まで活動して参りました。約半年

間の議論の結果、熱供給事業の強み

を生かして、「地域密着型総合エネ

ルギーマネジメント・サービス産業」

を目指し、社会に貢献していくべき

という方向性を打ち出しています

（図 1）。

　その後は、その方向性をさらに深

く突き詰めていくために、2 つのサ

ブワーキンググループを立ち上げて、

各主査を佐々木さん、三上さんにお

引き受けいただいた次第です。

佐々木　私が主査を務めたのは、現

時点で考えられる 2030 年時点を想

定した高効率のプラントモデルをつ

くり、省エネ性等のシミュレーショ

ンを行なう「エネルギーの面的利用

に関する新規事業モデル構築サブワ

ーキンググループ」（モデル構築

SWG） で し た。2018 年 10 月 か ら

2019 年 7 月まで全 8 回開催し、シ

ミュレーションの負荷の設定から順

次議論をして、大都市モデルと地方

都市モデルの 2 つを構築していきま

した。これらのモデルに「地域熱供

給 2030 ロードマップ構築サブワー

キンググループ」（ロードマップ

SWG） で の 検 討 成 果 を 反 映 し、

2030 年時点での両モデルでの低・

脱 炭 素 効 果 を 算 出 し て い ま す

（図 2、3）。

三上　私が主査を務めたのは、2030

年までに地域熱供給の要素技術等が

どのように発展していくかを展望す

るロードマップ SWG でした。2018

年 9 月から 2019 年 3 月までの約半

年間、全 8 回開催しました。

　こちらでは 2030 年、さらには

2050 年までにどのような要素技術

が進展、また新たに誕生してくるか

を議論し、ロードマップを描いてい

きました（図 4）。特に、「地域密着

型総合エネルギーマネジメント・サ

ービス産業」を目指すというところ

から熱電一体供給を考慮し、コージ

ェネのロードマップづくりももう一

つの大きなテーマになりました。

橘川　村上先生は、このような動き

の意義をどう捉えられているでしょ

橘川 武郎（東京理科大学大学院 教授）

村上 公哉（芝浦工業大学 教授）

木原 茂（自由化後の熱供給事業の長期ビジョン WG 座長／みなとみらい二十一熱供給㈱ 常務取締役）
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日本熱供給事業協会が描く
地域熱供給の長期ビジョン
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うか。先生の長期ビジョンへの関わ

りとともにお話ください。

村上　長期ビジョンをつくる目標の

1 つには、2030 年に 2013 年比で 26

％の温室効果ガス排出削減、業務施

設系に限ると約 40％削減が日本の

目標としてある中で、地域熱供給が

どれだけの役割を果たせるのか、そ

れを定量的に示すということが大き

なポイントとしてあったと思います。

　私は、モデル構築 SWG で、2030

年の大都市と地方都市の 2 つのモデ

ルについて、エネルギーシステムシ

ミュレーションを用いてそれぞれに

導入されるシステムの効果を検討す

るお手伝いをさせていただきました。

　また 2018 年に佐々木主査と一緒

に参りました、再生可能エネルギー

の普及が進んでいるデンマークやド

イツなどの欧州における協会の視察

で得た知見を参考に、2050 年に向

けた地域熱供給の将来像や果たす役

割を長期ビジョンに盛り込んでいた

だきました。

橘川　現在、この長期ビジョンは中

間報告がまとめられていますが、そ

れを拝見したら、2050 年に目指す

姿 が「DTS」 と い う こ と で し た。

District Total Service の 略 で す ね。

トータルということなので、おそら

く熱以外にも事業範囲を広げられる

ということかと思います。熱の供給

だけのビジネスから地域全体を対象

にしたサービス産業の世界に入って

いくということで、このビジョンの

完成に向けた検討課題が色々あるの

ではないかと思います。

2030 年までに提供する 4つのソ
リューション
橘川　座長、両主査のいらっしゃる

会社ではそれぞれ先進的なエリアで

熱供給事業をやられています。各地

域での取組みで、長期ビジョン策定

に関係することがありましたらご紹

介ください。

木原　再生可能エネルギー大量導入

時代においては、出力変動の大きい

太陽光、風力による電力を受け入れ

やすくするために、需要家側の受給

調整機能の発揮が重要です。

　弊社のみなとみらい 21 中央地域

（写真 2）では、国の次世代エネル

ギー・社会システム実証事業の 4 地

図1	 自由化後の熱供給事業の長期ビジョンWG第1期（WG1）（2018年2月〜8月）の成果
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域の一つとして、横浜スマートシテ

ィプロジェクトの実証事業が展開さ

れました。その中の電力デマンドレ

スポンスの実証事業に、弊社も電力

需要家の 1 社として参加しました。

　弊社のプラントでは、電力系、ガ

ス系の両方の熱源機器や大規模氷蓄

熱槽を所有しているので、電力系か

らガス系の熱源機器に切り替えるか、

蓄熱槽を活用するかで、電力の大幅

なピークカットが可能です。その応

答性、確実性は極めて高いものがあ

ります。

　現在は実証段階を終えて、東京電

力パワーグリッドの調整力公募に応

じて、引き続きデマンドレスポンス

に対応しているところです。

橘川　六本木ヒルズ地域はどうでし

ょうか。

三上　六本木ヒルズ（写真 3）は、

当時は特定電気事業と言っていまし

たが、大規模コージェネを保有して

運用しています。元々の採用理由は、

今で言う BCD（Business Continuity 

District）を整備するためでした。

　きっかけは 2000 年問題です。六

本木ヒルズの設計が進められていた

時に、森ビルのアークヒルズのテナ

ントである外資系投資銀行から「森

ビルは 2000 年問題にどう対応する

のか」「万が一の停電対応のために

2,000kW の電源車を 3 台用意してほ

しい」といった話が寄せられました。

日本の電力はもともと大変安定して

いると我々は思っていましたが、ワ

ールドワイドで仕事をしている外資

系企業にとってはより一層安定した

電力ニーズが強いことを理解しまし

た。それで六本木ヒルズに自立運転

可能なコージェネを導入することを

決めたのです。

　竣工後は東日本大震災が起こり、

六本木ヒルズとしては計画停電も含

めて、何の心配もなく電力を利用で

きたことや、系統電力に逆潮流で電

力を供給したことから、エリアの

BCD 機能の評価が高まりました。

橘川　丸の内熱供給ではいかがでし

ょうか。

佐々木　丸の内熱供給では、いま 7

地域で熱供給事業を行なっています。

その中で特に緊密に連携している地

域 が、 通 称 大 丸 有 エ リ ア で す

（写真 4）。その中で、熱供給による

ネットワークを形成しているのが特

徴です。

　長期ビジョンにも、ネットワーク

の拡大と面的利用ということが記載

されていますが、当社では大手町で

の熱供給が始まってから約 40 年間、

エリア内で建て替えがある度に順次

プラントをつくっていき、連携を広

げてきました。その効果は、1 つは

複数のプラント連携による強靭化と、

もう 1 つは時代を経るごとに効率が

高くなった機器が新規に導入されて

いくので、一番新しいプラントの機

器を活用することで全体効率が上げ

られることです。

橘川 武郎 氏 略歴
Kikkawa	Takeo	

1951年生まれ。和歌山県出身。1975年東京大学経済学
部卒業。1983年東京大学大学院経済学研究科博士課程
単位取得退学。青山学院大学助教授、ハーバード大学ビジ
ネススクール客員研究員、東京大学教授、一橋大学大学院
教授等を経て、2015年東京理科大学大学院教授。東京大
学・一橋大学名誉教授。経済学博士。総合資源エネルギー
調査会基本政策分科会委員。東京都「水素社会の実現に
向けた東京戦略会議」座長等も務めた。主な著書に「日本
電力業発展のダイナミズム」（名古屋大学出版会）、「電力
改革」（講談社）、「日本のエネルギー問題」（NTT出版）、
「イノベーションの歴史」（有斐閣）等。

図2	 大都市モデルでのシミュレーション結果（エネルギーの面的利用に関する新規事業モデル構築SWG
	 （2018年10月〜2019年7月）の検討成果）



11熱供給 地域熱供給50周年特集号

　また、私たちが蒸気のネットワー

クを持っていることで、ビル側がコ

ージェネを導入しても、排熱蒸気が

無駄にならないという効果が提供で

きています。ビル側のコージェネと、

私どもが連携することで、ビルの強

靭化を図るお客さまも何社かいらっ

しゃいます。

橘川　長期ビジョンでは、2030 年

までを目標として、具体的な 4 つの

ソリューションの提供を掲げていま

す。いまお話いただいた先進事例も

参考にされたわけですね。

木原　そうですね。4 つのソリュー

ションは、今年度立ち上げた「ワー

キンググループ第 2 期」（WG2）で

整理したものです。サブワーキング

グループの成果や、今のお話にあっ

た各社の取組みなどは構成要素です

ので、業界全体の長期ビジョンとし

てまとめるには、それらを有機的に

繋ぐストーリーづくりが必要でした。

　そこで我々が議論したのは、都市

や街区が地域熱供給に何を求めてい

るかです。その結果、解決すべき社

会課題として挙げられたのが、低炭

素社会から脱炭素社会への動き、技

術革新に伴うサービス形態の多様

化・複雑化、自然災害への備えと国

際競争力の強化、そして地方創生と

いう 4 つの課題です。それぞれの課

題に対し、熱供給事業の強みを生か

したソリューションとして、①街区

全体の低・脱炭素化ソリューション、

②街区のエネルギーマネジメントソ

リューション、③街区の強靭化ソリ

ューション、そして④地方創生に向

けたまちづくりとの連携の 4 つを導

き出しました（図 4）。

　いまお話した、大丸有、六本木、

みなとみらいでの取組みも、それぞ

れ街区全体のスパイラルアップ効果

による低・脱炭素化ソリューション

であったり、コージェネを中心とし

た災害時の電力供給という街区の持

続可能性を強める取組みであったり、

また社会全体のエネルギー需給変動

の円滑化に資するエネルギーマネジ

メントソリューションの取組みであ

ったりしています。

熱を切り口に語るべき全体最適化
橘川　デンマークへ視察に行かれた

のは昨年度の秋ですか。

村上　はい。デンマークは特に風力

発電を中心に 4 割ぐらいを再生可能

エネルギーの電力で賄っています。

先生もよくご存知かと思いますが、

北欧一帯で「ノルドプール」という

大きな電力市場が形成されています。

そして、風力発電の出力によって電

力価格が変動します。デンマークの

大都市では熱供給源の一つとして

CHP（Combined Heat and Power）

が用いられています。風力の出力が

小さくなり電力価格が高い時は

CHP を稼働し余剰熱を巨大な蓄熱

槽に貯め、風力の出力が高くなり電

力価格が安い時は稼働を停止し貯め

村上 公哉 氏 略歴
Murakami	Kimiya	

1985年早稲田大学理工学部建築学科卒業。1991年早
稲田大学大学院博士課程修了。工学博士。早稲田大学理工
学総合研究センター講師・助教授、芝浦工業大学工学部建
築工学科助教授を経て、現在、芝浦工業大学建築学部建
築学科教授。2013年より（一社）エコまちフォーラム理事
長。専門は、建築・都市環境設備計画。地域エネルギーシ
ステムの計画・評価および熱源システムの最適運転支援手
法や自治体における地域エネルギー計画支援などに関す
る研究を行なっている。主な著書に「都市・地域エネルギ
ーシステム」（共著、鹿島出版会、2012年）等。

図3	 地方都市モデルでのシミュレーション結果（エネルギーの面的利用に関する新規事業モデル構築SWG
	 （2018年10月〜2019年7月）の検討成果）

座談会
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ていた熱を供給する、ということを

実施しています。つまり CHP と地

域熱供給が電力の需給調整の役割を

担っています。

　また、地方都市の地域熱供給では、

数万㎡クラスの太陽熱パネルや、6

万㎥クラスの蓄熱槽などが活用され

ています。電力市場の価格が安い時

は、あえて電気を使って電気ボイラ

ーや電気ヒートポンプで熱をつくり、

貯めて利用しています。

　このようにデンマークでは、電力

市場と地域熱供給が一体となったシ

ステムを形成していました。日本に

おける再生可能エネルギーの普及の

ためには、地域熱供給は需給調整を

担うシステムに転換することも考え

るべきだと思っています。

橘川　電力という切り口でエネルギ

ーを考えると、熱は廃棄物として処

理される可能性が高くなります。む

しろ熱という切り口から考えたほう

が、エネルギーは無駄が出なくなり、

全体像を捉えられるのではないかと

思うんですね。

　デンマークでは、太陽の使い方も

太陽光発電ではなく、太陽熱利用の

ほうが多い。熱の製造量に合わせて、

CHP を組み合わせていくやり方で

す。そもそもその切り口の導入こそ

が、電気から熱の時代へと大きな転

換を生むのではないかと思います。

私は、熱を制する者がこれからのエ

ネルギー、環境問題を解決していく

と思っています。

木原　2050 年に向けた熱供給事業

の強みの一つとして、「エネルギー

トランスレーター」という役割を挙

げています（図 5、6）。様々なエ

ネルギー源を必要な形に変換できる

地域熱供給の役割は、非常に重要で

すね。

図4	 地域熱供給2030ロードマップ（地域熱供給2030ロードマップ構築SWG（2018年9月〜2019年3月）の検討成果）

写真1　2年間でまとめた資料一式

木原 茂 氏 略歴
Kihara	Shigeru	

1960年生まれ。福岡県出身。1983年早稲田大学政治
経済学部経済学科卒業。同年日本開発銀行（現・㈱日本
政策投資銀行）入行。主に営業部店で与信判断・債権管
理業務に従事。日本原燃㈱広報・地域交流室地域交流部
部長（出向）、伊藤忠商事㈱総本社開発担当役員付開発
担当部長（出向）、㈱日本政策投資銀行四国支店長を経
て、2013年よりみなとみらい二十一熱供給㈱常務取締
役。（一社）日本熱供給事業協会では、同年より運営委員
会に所属、熱供給システム改革・熱供給事業法改正の議論
に対応。2018年2月自由化後の熱供給事業の長期ビジョ
ンWG座長に就任。
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再生可能エネルギー主力電源化と地
域熱供給
橘川　日本で 2050 年までに再生可

能エネルギーを主力電源化するので

あれば、今までのように電気を蓄電

池やバックアップ火力発電で調整す

るといった「電気で電気を調整する」

という方法を改めないと、再生可能

エネルギーの電力が高価になって導

入が進みません。そこを熱によって

調整するようにすると、経済的にも

ハードルが下がって、再生可能エネ

ルギーの主力電源化が進み始めるの

ではないかと思います。

佐々木　デンマークに参りますと、

日本の集落規模のような地方の地区

でも、複雑なシステムが導入されて

いて、地域熱供給をやっています。

システム構成は、太陽熱パネルと巨

大な蓄熱槽、あと電気ボイラーとヒ

ートポンプとコージェネを組み合わ

せていることが多いです。昔はバー

ニングオイルとガスを使っていた部

分が、再生可能エネルギーに置き変

わってきています。デンマークでは

地方都市においても、再生可能エネ

ルギーと連携した地域熱供給が非常

に広がっていて、驚きました。

橘川　いま言われた CHP や蓄熱槽、

ヒートポンプなどを、日本で一番高

精度に活用されているのは熱供給事

業者です。やはり、再生可能エネル

ギーの主力電源化には大事な事業だ

と考えられます。

木原　地域熱供給は、街区のコミュ

ニティの規模が大きくなるほど、専業

として成り立ちやすくなります。しか

し逆に、小さくなればなるほど、事業

として成立するためには、ある意味よ

ろず屋のような多機能化が必要にな

ってきます。そういう意味で地域に密

着したエネルギー事業者として、サー

ビス全体をよろず屋化していけば、地

方の都市部のみならず農山村エリア

でも展開できるエネルギー事業のあ

り方になると考えています。

2050 年に向けて
橘川　2050 年の地域熱供給を考え

た時に、ポイントだと考えていると

ころを教えてください。

村上　私は地方都市と大都市では、

観点が異なると考えています。

　地方都市では、コンパクトシティ

ということで、中心市街地に病院、

庁舎、商業施設といった生活利便施

設を集積させて、少子高齢化社会の

中でも人々が暮らしやすい都市構造

を目指すまちづくりが進められよう

としています。そして再生可能エネ

ルギーは地方都市のほうが豊富なの

写真2　みなとみらい21中央地域
（写真提供：（一社）横浜みなとみらい21）

写真4　大手町・丸の内・有楽町
（大丸有）地域

写真3　六本木ヒルズ地域

座談会

佐々木 邦治 氏 略歴
Sasaki	Kuniharu	

1957年愛知県生まれ。1980年早稲田大学理工学部建築
学科卒業。1990年三菱地所㈱入社。2001年㈱三菱地所設
計　設備設計部主幹。2012年機械設備設計部長。2016年
丸の内熱供給㈱専務取締役。現在に至る。（一社）日本熱供
給事業協会運営委員長、自由化後の熱供給事業の長期ビジョ
ンWGのエネルギーの面的利用に関する新規事業モデル構築
SWG主査を務める。技術士（総合技術監理部門・衛生工学
部門）、一級建築士、設備設計一級建築士、エネルギー管理
士（熱）。第44回空気調和・衛生工学会賞（技術賞建築設備
部門）受賞。著書に「BEMSビル監視システムの計画・設計と
運用の知識」（空気調和・衛生工学会、2016）がある。

三上 泰幸 氏 略歴
Mikami	Yasuyuki	

1976年都立航空高専卒業、同年4月森ビル㈱入社。同
社設計部にて愛宕グリーンヒルズ、六本木ヒルズ森タワ
ー、上海森茂国際大厦などの設備設計・施工監理を歴
任。2004年〜2012年まで上海に駐在し、上海環球金融
中心の設備設計・施工監理・管理運営を担当。帰国後六本
木エネルギーサービス㈱にてコージェネレーションリニュ
ーアルの設計・施工を担当。現在、同社技術部長。（一社）
日本熱供給事業協会技術委員、自由化後の熱供給事業の
長期ビジョンWGのエネルギーの面的利用に関する新規事
業モデル構築SWG主査を務める。
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で、まちづくりの中でうまく取り込

みつつ、その需給調整等もやりやす

いように地域熱供給を整備していく

ことになると思います。

　大都市については、すでに色々な

形で地域熱供給が整備されています

ので、それをより一層活用するまち

づくりが重要と考えます。そして、

今後は低炭素化のみならず都市の強

靱化の一環として自立分散型電源の

活用も重要です。地域熱供給が熱電

併給のような形に発展していくと、

エリア内の熱に加えて電気の使い方

のデータも入手できる立場になると

思います。それらのデータはエリア

の省エネ化や低炭素化に、災害時に

は必要な熱や電気を必要な建物に供

給するということにも活用できます。

今後はエネルギーデータ利用が不可

欠な時代になります。地域熱供給が

熱と電気のエネルギーデータをトー

タルでうまく生かすエリアサービス

事業者に進展することを期待してい

ます。

橘川　今の大都市モデルのお話は、

DTS の姿の一つかと思います。デ

ジタル化につながるお話ですね。

三上　六本木エネルギーセンターに

は、テナントである IT 企業がよく

見学に来ます。エネルギーに対する

関心が高いんです。彼らのような異

業種と議論してみると、新しい道が

見えてくるかもしれません。

橘 川　 関 連 す る 例 を 上 げ れ ば、

Amazon などが「電力とガス代を無

料にします」という形で電力事業、

ガス事業に参入してくると、彼らは

膨大な顧客のエネルギーデータを収

集できるようになります。それで暮

らし向きが全部分かってしまって、

それに合わせた広告を提示するなど、

別のところで儲けることも可能にな

るという話もあります。

　このビジョンの中では、このよう

なデジタル技術を活用する反面、あ

わせてプライバシーを守るように、

事業者内部の管理体制もきちんと考

えなければいけないと問題提起され

ているように思います。ですからこ

の長期ビジョンでは、地域熱供給の

話だけではなく、日本の未来社会の

あり方まで提言されているのではな

いかと思います。

木原　策定時の配慮としては、その

他にも、長期ビジョンといえども、

あまりに夢物語ばかりになってもい

けないということを考えました。ま

た、事業者の規模に関わらず、会員

企業の皆さんがどれだけ納得感の持

てるビジョンになるのか、というこ

とにも配慮してきました。

　これまでの「DHC（地域熱供給）」

は、電気やガスを買ってきて、熱を

つくって送るという、どこの地域で

も同じような事業でした。しかし今

後、「DTS」ということになると、

District の事情はそれぞれで違いま

すので、提供するトータルサービス

は全部違うはずです（図 7 〜 9）。

ですから多様な DTS のあり方を、

今後長期ビジョンの実現を図る中で

どれだけ具体化できるか。それがこ

のビジョンが意味のあるものだった

かどうか、測る指標になる気がして

います。

橘川　いま日本人が考えてはいるも

のの、とても実現できそうにないと思

うものが 2 つあります。1 つは 2050

年の再生可能エネルギーの主力電源

化、もう 1 つは温室効果ガスの排出を

2013 年比で 80％削減すること。しか

し電気だけ、ガスだけではなく熱利用

という観点からエネルギーをトータ

ルで考えていけば、実現できるのでは

ないか。今日のお話でそれが浮かび上

がってきた気がします。

　熱供給事業が始まって 50 年のタ

イミングでこういう未来を見通すお

話ができることは、当事者の方々に

とって非常にお幸せだったのではな

いでしょうか。私も本日のお話を伺

い、羨ましいと思いました。本日は

ありがとうございました。

写真5　座談会風景
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図5　DHCの強みを活かした4つのソリューションとDHCの3つの役割 図6　3つの役割を担ったDHCの2030年以降に向けた進化のイメージ

図7　DTS：DHCが進化した2050年の姿

自由化後の熱供給事業の長期ビジョンWG第2期（WG2）（2019年4月〜2020年1月）の成果

図8　DTSが提供するサービスの展開イメージ 図9　2050年にDTSが活躍する都市のイメージ

座談会


